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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　計測対象物に固定された接続部材を介して前記計測対象物に作用する所定方向の力を検
出する力検出器と、前記接続部材または計測対象物に固定された加速度センサとを用い、
前記加速度センサと力検出器の時系列信号の相互相関係数が最大値となる相関時間を算出
するステップと、加速度センサにより検出された加速度が設定加速度となる時刻を検知す
るステップと、該検知時刻から前記相互相関係数が最大値をとる時間が経過した時刻を特
定するステップと、該特定時刻における力検出器の検出値を計測対象物に作用する振動に
よる慣性力が力検出器に影響しない値として採用するステップとからなる所定方向の力計
測方法。
【請求項２】
　前記各ステップの作業は、所定方向が異なる複数の軸およびそれらの回転方向のいずれ
か複数または全ての組合せである各分力について互いに独立して実行し、多分力計測を行
うことを特徴とする請求項１に記載の所定方向の力計測方法。
【請求項３】
　異なる方向が互いに直交するＸ，Ｙ，Ｚ軸である請求項２に記載の所定方向の力計測方
法。
【請求項４】
　計測対象物に固定された接続部材を介して前記計測対象物に作用する所定方向の力を検
出する力検出器と、前記接続部材または計測対象物に固定された加速度センサと、前記加
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速度センサと力検出器の時系列信号の相互相関係数が最大値となる相関時間を算出する手
段と、加速度センサにより検出された加速度が設定加速度となる時刻を検知する手段と、
該検知時刻から前記相互相関係数が最大値をとる時間が経過した時刻を特定する手段と、
該特定時刻における力検出器の検出値を計測対象物に作用する振動による慣性力が力検出
器に影響しない値として出力する手段とを備えた所定方向の力計測装置。
【請求項５】
　前記各手段は、所定方向が直交するＸ，Ｙ，Ｚ軸およびそれらの回転方向のいずれか複
数または全ての組合せである各分力について互いに独立して作業を実行し、多分力の計測
をするシステムである請求項４に記載の所定方向の力計測装置。
【請求項６】
　力検出器および加速度センサにより計測されたアナログ信号をデジタル信号化し、相互
相関係数を計算するプログラムを介して前記相互相関係数が最大値をとる時間を算出する
演算機を備えることを特徴とする請求項４または５に記載された所定方向の力計測装置。
【請求項７】
　計測対象物に作用する振動による慣性力が力検出器に影響しない値として出力した力検
出器の信号をデータとして記録・蓄積する記録装置を備えることを特徴とする請求項４乃
至６のいずれかに記載された所定方向の力計測装置。
【請求項８】
　前記記録装置により記録されたデータの最大値を読み取り、その最大値に対し後続機材
を保護する観点から適切な安全率を有したゲインを自動設定する手段を有する力検出器用
信号増幅器を備えたことを特徴とする請求項７に記載の所定方向の力計測装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は力検出センサと加速度センサを組み合わせた多分力計測法およびその装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、種々の技術分野で模型に作用する多分力計測が広く行われるようになってきてい
る。多分力検出センサはＸ,Ｙ,Ｚ三軸それぞれに作用する分力、つまり力Ｆx,Ｆy,Ｆzお
よびモーメントＭx,Ｍy,Ｍzとして検出し、当該部位に作用する総合的な力の状態を的確
に計測するために使用される。また、この１０数年間におけるコンピュータ技術の進歩か
ら、力計測において力をセンサ、アンプ等を介して電圧変換しＡ/Ｄ変換を行うことでコ
ンピュータに記録する方法が普及している。
　この時、多分力検出器に取り付けられている模型に望ましくない振動が加わっていると
、その振動加速度に起因する慣性力が分力計測の障害となることが少なくない。分力に振
動による慣性力が重畳した状態で計測を行うと、センサからは予想される分力に見合った
値より慣性力の最大振幅分大きい値が出力されるため、センサ後段の計測器は予想される
センサ出力より大きな出力を許容する定格入力値のものを設定しなければならない。一般
に電圧、電流などに変換された物理量を計測する計測器において、精度の保証された最小
計測値は定格入力値に比例するため、定格入力値の大きい計測器を用いると、最小計測値
が増加した結果、計測の精度が低下することとなる。
【０００３】
　上記問題点を克服する方法の一つが特許文献１に提案されている。この発明は多分力計
測に際し、多分力検出器の固定台に望ましくない振動が加わっていたり、強制的に振動を
加えている場合、振動による慣性力の寄与を除去した状態で測定対象物に加わる外力を高
精度で計測できる多分力計測方法とその装置を提供することを目的としたもので、固定台
に計測すべき分力に相当する個数の加速度センサから成る加速度検出部を配置して、この
加速度センサを用いて振動による慣性力を求め、多分力検出器が実際に計測している各分
力値から加速度センサで測定した慣性力を引き算して実の外力値を得るようにしたもので
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ある。
【特許文献１】特開２００１－１４１５８４号公報　「多分力計測方法およびその装置」
　平成１３年５月２５日公開
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、図１(ａ)に示したような航空機模型を力検出部から鉛直方向に延びたロッド
上に固定して上記の方式による上下方向の力計測を実施した場合、加速度センサを模型か
ら離れた位置に設置した場合測定精度が低下してしまうという現象が確認できた。
　本発明の課題は、力検出センサと加速度センサを組み合わせた多分力計測において、力
計測系から振動に起因した慣性力の影響を厳密に排除すると共に、様々な計測系の構成に
柔軟に対応できるようにセンサ位置に任意性をもたせて模型に作用する各分力を精度良く
計測する方法とそれを実施する装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の力計測方法は、計測対象物に固定された接続部材を介して前記計測対象物に作
用する所定方向の力を検出する力検出器と、前記接続部材または計測対象物に固定された
加速度センサとを用い、前記加速度センサと力検出器の時系列信号の相互相関係数が最大
値となる相関時間を算出するステップと、加速度センサにより検出された加速度が設定加
速度となる時刻を検知するステップと、該検知時刻から前記相互相関係数が最大値をとる
時間が経過した時刻を特定するステップと、該特定時刻における所定方向の力検出器の検
出値を計測対象物に作用する振動による慣性力が力検出器に影響しない値として採用する
ステップを踏むものとした。
　本発明の力計測方法における前記各ステップの作業は、所定方向が直交するＸ，Ｙ，Ｚ
軸など異なる複数の軸およびそれらの回転方向のいずれか複数または全ての組合せである
各分力について互いに独立して実行し、多分力計測を行うことを特徴とする。
【０００６】
　本発明の力計測装置は、計測対象物に固定された接続部材を介して前記計測対象物に作
用する所定方向の力を検出する力検出器と、前記接続部材または計測対象物に固定された
加速度センサと、前記加速度センサと力検出器の時系列信号の相互相関係数が最大値とな
る相関時間を算出する手段と、加速度センサにより検出された加速度が設定加速度となる
時刻を検知する手段と、該検知時刻から前記相互相関係数が最大値をとる時間が経過した
時刻を特定する手段と、該特定時刻における力検出器の検出値を計測対象物に作用する振
動による慣性力が所定方向の力検出器に影響しない値として出力する手段とを備えるもの
とした。
　また、本発明の力計測装置は、上記装置における前記各手段が、所定方向が直交するＸ
，Ｙ，Ｚ軸およびそれらの回転方向のいずれか複数または全ての組合せである各分力につ
いて互いに独立して作業を実行し、多分力の計測をするシステムであるものとした。
　また、本発明の力計測装置は、上記構成に加え力検出器および加速度センサにより計測
されたアナログ信号をデジタル信号化し、相互相関係数を計算するプログラムを介して前
記相互相関係数が最大値をとる時間を算出する演算機を備えるものとした。
　また、本発明の力計測装置は、上記構成に加え計測対象物に作用する振動による慣性力
が力検出器に影響しない値として出力した力検出器の信号をデータとして記録・蓄積する
記録装置を備えるものとした。
　更に、本発明の力計測装置は、上記構成に加え前記記録装置により記録されたデータの
最大値を読み取り、その最大値に対し後続機材を保護する観点から適切な安全率を有した
ゲインを自動設定する手段を有する力検出器用信号増幅器を備えるようにした。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の力計測方法は、計測対象物に固定された接続部材を介して前記計測対象物に作
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用する所定方向の力を検出する力検出器と、前記接続部材または計測対象物に固定された
加速度センサとを用い、前記加速度センサと力検出器の時系列信号の相互相関係数が最大
値となる相関時間を算出し、加速度センサにより検出された加速度が設定加速度となる時
刻を検知して、該検知時刻から前記相互相関係数が最大値をとる時間が経過した時刻にお
ける所定方向の力検出器の検出値を計測対象物に作用する力として採用するようにしたの
で、振動による慣性力が力検出器に影響しない時点の計測値として精度の高いものが得ら
れる。また、このようなタイミングで計測値を取得する方法を採用したので、加速度セン
サの配置の影響はなく、任意に位置設定できる。
　また、本発明の多分力の計測装置は、計測対象物に作用する振動による慣性力が力検出
器に影響しない値として出力した力検出器の信号をデータとして記録・蓄積する記録装置
を備えるものとしたので、振動による慣性力が影響しないデータを蓄積できるので、計測
対象物に作用する力の平均値を精度良く求めることができる。
　更に、本発明の多分力の計測装置は、サンプリング出力されたデータの最大値を読み取
り、その最大値に対し後続機材を保護する観点から適切な安全率を有したゲインを自動設
定する手段を有する力検出器用信号増幅器を備えるようにしたので、計測可能幅を有効に
使用して分解能を高めた精度の良い計測ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　本発明は、特許文献１に示された手法での計測精度を高めることからスタートした。図
１(ａ)に示した歪みゲージ等、力による変位を力として検出するセンサを用いた力検出器
に固定された支持部材および模型は、一般に図１(ｂ)に示したようなモデル化ができる。
すなわち、このモデルから分かるようにセンサ部はばね系を構成するため、模型に加速度
が加わった時点と、加速度センサがそれを検出する時点と、その加速度に起因する慣性力
が力検出器によって重畳検出される時点とはそれぞれの位置関係においてズレでくる。し
かし、特許文献１ではその時間差を考慮せずに加速度センサが検出した時点で力検出器が
検出した値を採用しているため、振動加速度に起因する慣性力を精度良く除去することが
できない。本発明者らはこの現象に気づき、その計測系における加速度センサが検出する
時刻と力検出器がその加速度に起因する慣性力が力検出器で検出される時間差を予め求め
ておき、その時間差タイミングで力検出器で検出された値を採用すれば計測制度が高まる
との知見を得たものである。
　また特許文献１の方法で計測精度を向上させようとすれば時差を極小にするようにセン
サ同士を配置しなければならないが、それは計測系の構成として困難を伴うことが多い。
しかし本発明のように検出の時間差を予め求めておきそのタイミングで力検出器の検出値
を採用するようにすればこの問題は解決でき、設計上の自由度が損なわれることがなくな
る。
【０００９】
　図２，３を参照しながら本発明の計測手法を説明する。図２は加速度センサが加速度を
検出する時刻と力検出器がその加速度に起因する慣性力を検出する時刻の差を検出する時
間差計測部の構成を示している。模型に対し任意の位置に設置されたｉ分力方向の加速度
センサａiにより一定時間に計測されたｉ分力加速度信号はＡ／Ｄ変換機ＡＤaiを介して
演算機ＣＰ内のＲＡＭに一時保存される。同様に一定時間に力検出器Ｆiによって計測さ
れ増幅器ＡＭiによって増幅されたｉ分力信号もＡ／Ｄ変換機ＡＤFiを介してＣＰ内のＲ
ＡＭに一時保存される。このＲＡＭ内に記憶された二種類の時系列データは、演算機ＣＰ
に組み込まれた相互相関係数算出プログラムＰＧによって両データの相互相関係数が最大
値をとる時間τiを算出すると共に、さらにＡ／Ｄ変換機ＤＡtiを介して適切なアナログ
信号として出力する。本発明では計測系における両センサの配置関係がが決まればこの時
間差計測部の上記機能によって、まず、この時間差を求めることができる。
【００１０】
　図３は本発明のｉ分力方向の力計測を行う計測部の構成を示したものである。ｉ分力方
向の加速度センサａiの信号はオブザーバ回路ＯＢiにより常時監視され、ｉ分力方向加速
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度が設定加速度に等しくなる時刻でタイミングパルスを出力する。この設定加速度とは振
動加速度が０とみなせる値に設定されたものである。Ａ／Ｄ変換機ＤＡtiとオブザーバ回
路ＯＢiにそれぞれ出力された時間差τiおよび上記タイミングパルスを受けてタイマ回路
ＴＭiは時間差τiが正の場合、タイミングパルスをうけてからτi後に力検出器Ｆiの信号
をサンプリングし、時間差τi負の場合は、内蔵したサンプルアンドホールディング回路
によりτi前の信号をサンプリングするようタイミングを調節することで実現できる。
　タイマ回路ＴＭiの調節を受けて一定時間計測された信号は力検出器アンプゲイン調節
回路ＧＣiに入力され、その最大値を比較しタイミングを調節して計測された信号の計測
を最も高精度に行うアンプゲインにするようにアンプＡＭiを自動的に調節する。これは
得られる力計測値ｆiが計測可能幅内で広く分布した形態となるようにレンジ幅を有効に
使用して分解能を高めた精度の良い計測ができるようにするための機能である。タイマ回
路ＴＭiのタイミング調節を受けて計測され、ゲイン調節されたアンプＡＭiを介して増幅
された力検出器Ｆiの信号を振動加速度の影響を排除したｉ分力の計測値ｆiとして記録部
Ｒeに記録蓄積する。記録された個々のデータは振動加速度の影響を排除された精度の良
いものであるから、これら記録蓄積されたデータの平均値を演算すれば信頼性の高いｉ方
向の分力計測値を得ることができる。
【実施例】
【００１１】
　図４に本発明の１実施例を示す。ここで本発明は支持部材を介して固定された台車２に
よって曳航される模型１に作用する平均空気力を計測する。模型１は台車２の走る路面の
凹凸等により振動を受ける。台車によって模型に作用する平均加速度（水平方向）を既知
とできれば、本発明を用いることで振動加速度の影響を排除し等速だけでなく加減速空気
流中の模型に作用する空気力を精度良く計測できる。
　図５乃至９は本発明によって計測された等速空気流中の模型に作用する空気流に垂直な
分力ｆyおよび空気流に垂直な加速度ａyの計測例を示す。図５に示したグラフはｙ方向分
力の力検出器Ｆyで検出した力ｆy(ｔ)とｙ方向分力の加速度センサａyで検出した加速度
ａy(ｔ)の時系列生波形である。このｆy(ｔ)の生波形は平均空気力に慣性力が重畳してお
り標準偏差σは22.27Ｎ程度である。この計測データを特許文献１の手法を用いて、加速
度の値ａy(ｔ)が零に近いタイミングでｆy(ｔ)をサンプリングしたものが図６のグラフで
ある。このときの標準偏差σは11.33Ｎ程度となり図５の生波形と比較してばらつきの小
さいデータが得られていることが分かる。この同じ計測データをさらに本発明の手法を適
用し、加速度センサの加速度検出時刻と該加速度に起因する慣性力が力検出器で検出され
る時間差τを考慮して力ｆy(ｔ)をサンプリングすると図７に示すグラフになり、このと
きの標準偏差σは8.38Ｎ程度となって、さらにバラツキの少ない平均値に近い値となって
いる。このデータ解析から本発明の手法がより計測精度を高くできることが確認できた。
【００１２】
　図８にサンプリングするタイミングを変化させたときの力計測データｆy(ｔ)と加速度
計測データａy(ｔ)の相互相関係数ＲFaをグラフに示す。また、図９には力計測データｆy
(ｔ)をサンプリングするタイミングと加速度計測データａy(ｔ)が零となる時刻との時差
Δｔを変化させた場合におけるサンプリングされた力計測データｆy(ｔ)の標準偏差σを
示している。図８で相互相関係数ＲFaが最大となる時間τと、図９において標準偏差σが
最小となる、すなわち最も平均に近いデータが得られる時差Δtoptが一致していることが
確認でき、このような力の計測には本発明の手法による計測が最適であることが分かる。
【００１３】
　図１０に本発明を風洞試験に適用した実施例を示す。風洞内に航空機模型１を配置して
直交するＸ，Ｙ，Ｚ軸方向にそれぞれ支柱３を介して力検出部５ｘ，５ｙ，５ｚを設置す
る。また、それぞれＸ，Ｙ，Ｚ軸まわりのロール、ピッチ、ヨー角方向の回転力のセンサ
をも備えるものとする。各分力毎に本発明の手法を適用して多分力計測を実行することが
できる。なお、当然のことながら６分力を全て用いる必要はなく、適宜の分力測定とする
ことができる。
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【産業上の利用可能性】
【００１４】
　本発明は、航空機の風洞試験に限らず、外部振動などの影響を受ける広い分野の各種力
計測に適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】模型にかかるｉ方向分力の計測系とそのモデルを示す図である。
【図２】加速度センサと力検出器の検出時間差を計測する本発明の構成を示す図である。
【図３】本発明のｉ分力方向の力計測を行う計測部の構成を示す図である。
【図４】本発明の手法を適用した１実施例を示す図である。
【図５】ｙ方向分力ｆy(ｔ)とｙ方向の加速度ａy(ｔ)の時系列生波形を描いたグラフであ
る。
【図６】従来手法でサンプリングしたｙ方向分力ｆy(ｔ)とｙ方向の加速度ａy(ｔ)の時系
列グラフである。
【図７】本発明の手法でサンプリングしたｙ方向分力ｆy(ｔ)とｙ方向の加速度ａy(ｔ)の
時系列グラフである。
【図８】サンプリングするタイミングを変化させたときの力計測データｆy(ｔ)と加速度
計測データａy(ｔ)の相互相関係数ＲFaをグラフに示したものである。
【図９】力計測データｆy(ｔ)をサンプリングするタイミングと加速度計測データａy(ｔ)
が零となる時刻との時差Δｔを変化させた場合におけるサンプリングされた力計測データ
ｆy(ｔ)の標準偏差σを示したものである。
【図１０】本発明を風洞模型に適用した実施例を示す図である。
【符号の説明】
【００１６】
　１　模型　　　　　　　　　　　　　　　２　台車
　３　支柱　　　　　　　　　　　　　　　４　信号線
　ａi　ｉ方向加速度センサ　　　　　　　 Ｆi　ｉ方向力検出器
　ＡＤai，ＡＤFi　Ａ／Ｄ変換機　　　　　ＡＭi　増幅器
　ＣＰ　演算機　　　　　　　　　　　　　ＰＧ　プログラム
　ＯＢi　オブザーバ回路　　　　　　　　 ＤＡti　Ｄ／Ａ変換機
　ＴＭi　タイマー　　　　　　　　　　　 ＧＣi　ゲイン調整回路
　Ｒe　記録部
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